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本部【現行】

本部【管理機能】 【審査機能】

レセプト事務点検
業務は、当⾯10か

所程度に集約

【見直し後】

47都道府県に⽀部を設置
沖縄⽀部
審査委員会

審査委員会

A県

審査委員会

B県

審査委員会

C県

審査事務センター

⽀部は廃⽌（法改正）
審査事務局を設置
（基⾦内部規程事項）

実
務
⾒
直
し

①⽀部⻑が担っている権限を本部に集約し、本部によるガバナンスを強化［法改正事項︓2021年４⽉１⽇施⾏］
・現⾏法上の⽀部の都道府県必置規定を廃⽌［法改正事項］
※本部の事務執⾏機関（権限は理事⻑から委任）としての審査事務局（仮称）を設置［基⾦内部規程事項］

②職員によるレセプト事務点検業務の実施場所を全国10か所程度の審査事務センター（仮称）に順次集約
［基⾦内部規程事項︓2022年4⽉以降〜］

③審査委員会は、本部のもとに設置（現⾏は⽀部のもとに設置）［法改正事項］
・地域医療の特性等を踏まえ、設置場所はこれまで同様、47都道府県［基⾦内部規程事項］
・審査委員の審査補助業務は47の審査事務局で実施

審査事務局は引き続き、医療機関や関係団体との調整を⾏うとと
もに、審査事務局⻑は審査委員会への出席等の役割を担う。

東京⽀部
審査委員会

北海道⽀部
審査委員会

法
改
正

2021.4～

2022.4以降～

Ａ審査事務局 B審査事務局 C審査事務局

審査委員会は、定
款の定めるところ
により、本部のも
とに設置
※設置場所は、地域医
療の特性等を踏まえ、
47都道府県

審査委員の
審査補助業務は、

47審査事務局で実施

Ａ審査事務局 B審査事務局 C審査事務局

※ 規制改⾰実施計画（平成30年６⽉15⽇閣議決定）においては、「⽀部の最⼤限の集約化・統合化の実現」を前提に集約化の在
り⽅を検証し、それを踏まえた法案提出を⾏う（平成31年措置）こととされている。

審査委員会は
⽀部のもとに設置

⇒ 審査結果の不合理な差異の解消に向けた取組を加速
同時に、国保連との基準統⼀化も加速

⇒審査の平準化に寄与
（審査事務について広域にわたる
状況を速やかに把握・対応可能）

職員によるレセプト事務点検業務の集約については、
・新システムの構築・稼働
・事務フローの⾒直しや職員の新たなキャリアプラン等の作成
の状況を⾒ながら、順次実施。

審査⽀払機関の機能の強化（社会保険診療報酬⽀払基⾦法の改正）
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審査事務集約化計画⼯程表（概要）

〇 ⽀部完結型の業務実施体制から全国統⼀的な業務実施体制への転換
▶ ICTの最⼤限の活⽤により審査業務の効率化・⾼度化の推進
▶ 審査結果の不合理な差異解消の取組みを充実

組織⾒直しの⽬的

中核審査事務センター（6か所）
〇不合理な差異解消の中⼼的役割（本部と連携）
▶差異解消のための診療科別WG（仮称）設置＜不合理な差異解消の取組み＞
（設置場所）宮城県仙台市、東京23区内、愛知県名古屋市、⼤阪府⼤阪市、

広島県広島市、福岡県福岡市

審査事務センター（4か所）
〇中核審査事務センターと連携し審査結果の不合理な差異解消のために

⼀次的集約の役割
中核センターの規模が過⼤なため地域を分割して事業運営を⾏うため設置
（設置場所）埼⽟県さいたま市
地理的な独⽴性が⾼く審査結果の⼀次的な集約をすることが効率的な地域に設置
（設置場所）北海道札幌市、⽯川県⾦沢市、⾹川県⾼松市

審査事務センター分室（4か所）
〇今後実施する職員の意向調査等によるニーズやICT化、業務の効率化を

踏まえつつ、⼈事ローテーションが定着するまでの経過措置として設置
設置都道府県を含め少なくとも複数都道府県の審査事務を担うことができる場所に設置
（設置場所）岩⼿県盛岡市、群⾺県⾼崎市、⿃取県⽶⼦市、熊本県熊本市
※おおむね10年を⽬途に⼈事ローテーションの定着状況を⾒ながら廃⽌を検討

審査委員会事務局（47か所）
〇各都道府県に審査委員会を設置することからその審査補助業務を実施
・審査委員会の補助事務、再審査を含めた紙レセプトの審査業務
・適正なレセプト提出の取組、医療機関及び保険者等関係団体の窓⼝業務
（設置場所）47都道府県

集約拠点設置に係る基本⽅針 集約に向けた⼯程
審査⽀払新システムの構築︓令和3年9⽉

● クラウドコンピューティングによるセンターサーバ⼀元化
・他の都道府県であっても審査事務が可
・審査委員と職員間で同時にレセプトを閲覧できる機能を整備

● 審査事務集約や業務変化に柔軟な対応が可能なモジュール化
● AIによる振分け機能実装、稼働2年以内にレセプト全体の9割程度CCで完結⽬指す

▶ 既存のコンピュータチェックの⾒直し︓既存の⽀部独⾃チェックは本部集約
▶ ⾃動的なレポーティング機能の導⼊︓審査結果の⾒える化
▶ 統⼀的なコンピュータチェックルールの設定︓再審査等から分析後ＣＣへ
▶ 医療機関等において請求前の段階でレセプトのエラーを修正する仕組みの導⼊
▶ 審査結果の不合理な差異解消の取組み︓診療科別ＷＧの設置（本部の参画）

業務棚卸し等による効率化の推進︓令和4年10⽉までに
▶ 業務処理の標準化︓審査⽀払新システムに対応した業務処理標準マニュアル
の策定

▶ 業務改善プロジェクトチームによる徹底的な既存業務の棚卸しの実施
無駄な業務の廃⽌、業務改善による効率化、周辺業務の外部委託を推進
可能な業務は本部・センターに集約

集約の実施︓令和4年10⽉
● 職員に対して意向調査と⾯談を実施︓令和2年4⽉以降
● 審査⽀払新システムの安定稼働を確認し⼀⻫に集約︓令和4年10⽉

▶ 集約時の⼈事配置⽅針︓業務に必要な能⼒や適性と家庭の事情を考慮し決定
真に転勤が困難な者が多い都道府県に対して定員を超えた⼈員配置を措置

▶ ⼈事制度・労働条件の⾒直し︓⼈事制度改⾰や柔軟な勤務時間制度の検討

⽀払基⾦の⼈員体制のスリム化︓令和6年度末
● 平成29年度から令和6年度末段階で約20%（800⼈程度）の定員を削減

〇集約拠点では、審査委員会事務局の統括、診療科ごとに組織を構成し電⼦
レセプトの審査業務を実施

費⽤対効果の⾒込み︓令和３年度
● 既存事務所の活⽤︓事務所の貸付や売却などの活⽤⽅策に関する計画書を策定
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審査事務集約
審査事務センター等(注)を14か所
に設置

審査事務集約化計画⼯程表

・業務改善プロジェクトチームによる既存業務の棚卸し
（審査事務センターや本部への集約、外部委託等の推進）

・新システムに対応した業務処理標準マニュアルの整備
事務所活⽤計画策定事務所活⽤⽅針の取りまとめ

審査⽀払新システム稼働
AIによる振分け機能の実装・精緻化

⽀部独⾃のコンピュータチェックの本部集約

⾃動レポーティングによる差異の⾒える化 →統⼀的・客観的なコンピュータチェックルールの拡充

・クラウド化・モジュール化による効率化
・遠隔地におけるレセプト同時閲覧機能の実装

令和2年度
（2020）

令和3年度
（2021）

令和4年度
（2022）

令和5年度
（2023）

令和6年度
（2024)

レセプト全体の９割程度をコンピュータチェックで完結することを⽬指す

間接部⾨(庶務・⼈事・経理)の業務集約
業務の棚卸し

診療科別組織体制の構成・
診療科別WG（仮称）の設置

審査結果の
不合理な差異の解消

業務実施体制の効率化
平成29年度から令和6年度末段階

約4,310⼈➡約3,500⼈
※職員定員の20％(800⼈程度）

9⽉

10⽉

(注)分室は、おおむね１０年を⽬途に⼈事ローテーションの
定着状況等を⾒ながら廃⽌を検討

・医療機関等において請求前の段階でレセプトのエラーを修正する仕組みの導⼊


